
 

私は今大学に来て、自分が何をしたいのか、どんな人生を歩みたいのか、考えています。 
弁論部での活動もその一つです。 
 
弁論を通して様々な社会問題と向き合い、社会はどうあるべきか、と考えを巡らす、、 
そしてまさに今、こうして演題に立つという、かけがえのない経験をしています。 
 
そうしているうちに、ある気づきを得ました。 
 
「こういったことができるのは大学という場所があってこそではないか。」 
 
しかし、大学に行くには学生に重い重い負担がかかります。 
それは学費。 
これが学生を縛り、未来に残る負担を残してしまいます。 
 
本弁論では、若者の学費負担の問題を指摘し、その解決について訴えます！ 
 
 
<現状> 
大学への進学率が60％を超えた現代。 
皆さんは、どのような理由で進学しましたか？ 
大学は人生における通過点に過ぎないと考える人もいるかもしれません。 
実際に、大学生の半数以上が就職を見据え進学しています。 
その理由には、社会的要請の高まりがあると、考えられます。 
日本の全企業の45％が採用条件に大学卒業を挙げています。 
 
しかし大学への進学が当たり前となりつつある一方、深刻な問題が生じています。 
それは、貸与型奨学金による負担です。現在奨学金を借りているのは、大学進学者の4割。

そして、そのうちの7割が奨学金を借りなければ進学できない経済状況にあったのです。 
 
この奨学金、返済の負担が非常に重いものとなっています。 
返済額は、平均320万円。一か月あたりでは、約3万円となります。 
返済による負担がどれほどのものなのか、平均的な利用者の年収300万円を例にご説明しま

す。 
所得税等を差し引いた可処分所得20万円から、高熱費や家賃といった生活費を除いて残る

額は1万7千円。 
これでは、ひと月の返済額に満たないため、生活費を切り詰めて返済することになります。 
 
また、奨学金返済の救済策である、返済猶予を申請する利用者は、全体の約7割。 
つまり、この猶予申請とは月々の返済負担に耐えられないことの証明でもあるのです。 
返済を終えるまでにかかる期間は、猶予期間も含め平均20年。 
これだけの負担が20年も続くとなると、家の購入や結婚といったライフプランを諦めるこ

とになるでしょう。 
実際に、返済の負担が重いことを理由に結婚をあきらめたとする人の割合はなんと5割！ 
いわば借金である奨学金が、ここまで利用されるようになった背景には、学費の高騰があり

ます。 
現在の学費の平均は、国公立大学が54万円、私立大学が88万円！ 



 

20年前と比較すると、それぞれ20万円も上昇しているのです。 
 
この学費の高騰により、学生が返済を伴う奨学金という負担に苦しめられることになったの

です。 
 
 
<問題点> 
若者にとって、大学ほど魅力的な環境は他にあるでしょうか？ 
例えば、法律家になりたい！留学したい！ 
それぞれの目標や夢を持った、そんな時 
専門的な授業、深い人間関係といった、大学ならではの環境が、目標達成のための努力を、

強く 後押ししてくれます！ 
 
一方で、具体的な夢や目標を持てていない人。 
そんな人にとっても、大学にある豊富な機会は大きな価値を持ちます。 
私も、目標は見つけられないまま大学へと来ました。 
ですが、ゼミやサークル活動など、大学にあるコミュニティで他者と関わり、 
自分でも気づかなかった能力、魅力を知る… 
私もここに来てまだ半年ながら、大学のお陰で気づかされたことは数え切れません。 
そのような経験を通して、自分の新たな可能性を発見し、将来の選択肢が大きく広がってい

く。 
大学は、なんて魅力的な場所なのでしょうか。 
 
その一方で、求められる対価は、あまりに重いものです。 
 
たしかに、奨学金によって、今まで通うことのできなかった人も、進学できるようになりま

した。 
親の収入に頼ることなく、自らの手で進路を切り開いていける。 
この点において、奨学金は素晴らしい制度であると思います。 
しかし、そこで負う負担があまりにも重すぎる。 
もちろん、奨学金を借りる際に、将来負うであろう負担を覚悟した上で、借りているでしょ

う。 
そんな人たちに対しても、容赦なく負担がのしかかり、彼らを苦しめるのです。 
 
だからといって、進学しないというわけにはいきません。 
進んでも地獄。退いても地獄。 
このような窮状から彼らを救うべきではないでしょうか。 
 
 
<理念> 



 

彼らを救うには、大学の無償化が理想ではあります。 
しかし、現在の日本の財政状況を鑑みると、これは現実的ではないかもしれません。 
とはいえ、個人に過度な負担がかかっているこの現状に満足してはいけません。 
少しでも、負担を軽減することを目指していくべきなのです。 
 
そのためには、奨学金という借金の形ではない、学費という、根本的な対策が必要となって

きます。 
そのような対策を講じることで、過度な負担によって苦しむ人が減少し、大学での恩恵を十

二分に受けることができるようになります。 
そして、学費負担の軽減による利益は、彼ら個人に止まりません。 
大学で得られる様々な経験によって、人間は大きく成長し、そして彼らが、社会に出て活躍

していく。 
彼らの活躍が日本を動かしていくのです！ 
つまり、大学への投資は、国全体への投資なのです。 
 
【プラン】 
そこで、私は一点のプランを提案します。 
それは、奨学金制度に代わる、大学教育出資税の導入です。 
これについて、ご説明いたします。 
具体的には、高等教育進学者全員を対象とし、国が​学費を一時的に、全額負担します。 
そして、大学教育出資税を、卒業後の所得に応じて、学費相当分を支払う仕組みとします。 
また、この制度の立ち上げは、日本学生支援機構で運用していた資産で賄います。 
 
大学教育出資税の納付は、年収300万円を超えた時から開始することで、低収入の時期の負

担をなくすことが出来ます。 
さらにこの制度は、所得に応じた納付となるため、少ない所得の場合は、少ない額を長期間

で、多い所得の場合は、多くの額を短い期間で納付することができます。 
 
しかし、この制度の実現には主に二つの懸念が考えられます。 
一点目は、学費の不当な値上げが起きる可能性があることです。 
これは、国が在学中の学費を負担するために発生します。 
この点に対しては、学費の値上げに関して、許認可制を取ることで対応します。 
こうすることで、学費の不当な値上げを防ぐことが出来ます。 
 
二つ目の懸念は、大学教育出資税の一部未納入が発生する可能性が高いということです。 
 
東京大学の調査によると、運用資金の一部が回収不能になると指摘されており、 
この不足金は、毎年5000億円から7000億円と推計されています。 
この制度を維持するためには、この回収不能資金を補う必要があるのです。 
 
この懸念点に対しては、消費増税分の資金を充てることで対応します。 
 
これについて説明いたします。 



 

2019年に、消費税が8％から10％に増税されます。 
現在政府は、この消費増税で徴収される税収のうち、8000億円を低所得者の高等教育支援

に充てるとしています。 
この資金で回収できない分を補います。 
私のプランは、低所得者にも効果のあるものなので、政府政策との重複分の予算を回すこと

ができるのです。 
 
 
<締め> 
国家百年の計は、教育にあり。 
個人に重い負担を強いている構造をいつまでも続けると、大学、ひいては、日本社会が、崩

れ去ってしまうかもしれません。 
大学に通う負担が軽減された社会が実現されることを願って、本弁論を終了させていただき

ます。 
 
 


